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本調査の概要

１ 調査対象団体
本調査は、全国の都道府県・市・特別区を対象として実施した。

２ 調査の⽬的・対象・⽅法
独⽴⾏政法⼈⽇本学術振興会（JSPS）科学研究費助成事業 19H01414「⾏政の実効性確保

法制の整備に向けた総合的研究：統⼀法典案策定の試み」研究プロジェクト（研究代表者：
⾼橋滋 法政⼤学教授）では、（⼀財）⾏政管理研究センターに委託し、「地⽅公共団体にお
ける⾏政の実効性確保の現状に関する調査」（⾃治体アンケート）を実施した。

本調査は、各地⽅公共団体における⾏政の実効性確保の現状と課題について調査するこ
とを⽬的としたものである。ただし、新型コロナ感染症の影響により各地⽅公共団体の執務
環境が厳しい状況に置かれている状況を考慮して、調査の信頼性を損なわないことに留意
しつつ調査対象及び調査項⽬を必要最⼩限に絞り込むとともに、オンライン上で直接回答
を⼊⼒する⽅法により実施することとした。

本調査及び調査結果の取りまとめは、⼩⾈賢（甲南⼤学准教授）、周蒨（久留⽶⼤学教授）、
宮森征司（新潟⼤学准教授）の３名が中⼼となって実施した。なお、結果の取りまとめにつ
いて、清⽔雄⽃⽒（⽴命館⼤学法学部 2023 年 3 ⽉卒業）の協⼒を得た。

３ 本報告書の内容
本報告書は、2023 年 3 ⽉末時点における集計の結果を取りまとめた（暫定版）である。

全ての集計結果を反映した（確定版）は、後日、公表する予定である。
なお、本調査の結果の概要及びそれを踏まえた政策提⾔等については、書籍『⾏政の実効

性確保法制の整備に向けて ―統⼀法典案策定の試み―』（⺠事法研究会、2023 年 3 ⽉）に
収録されている。

４ 調査票記⼊者の所属団体
（１）アンケート調査票（その１）の調査票記⼊者の所属団体

（集計結果要旨）
アンケートの対象とした全国の都道府県（47 団体）、市（792 団体）、特別区（23 団

体）のうち、回答があったのは、都道府県（32 団体）、指定都市（10 団体）、中核市（44
団体）、施⾏時特例市（14 団体）、特別区（14 団体）、⼀般市（303 団体）、不明（4 団体）
であった（合計 421 団体（有効回答数））。
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（２）アンケート調査票（その２）の調査票記⼊者の所属団体

（集計結果要旨）
アンケートの対象とした全国の都道府県（47 団体）、市（792 団体）、特別区（23 団

体）のうち、回答があったのは、都道府県（31 団体）、指定都市（10 団体）、中核市（40
団体）、施⾏時特例市（14 団体）、特別区（12 団体）、⼀般市（278 団体）、所属団体名未
記⼊（3 団体、以下未記⼊と省略）であった（合計 388 団体（有効回答数））。
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アンケート調査票（その１）の調査結果 
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１ ⾏政代執⾏ 

 
(1) 建築基準法に基づく⾏政代執⾏について 
 
① 質問内容：貴地⽅公共団体には、建築主事が置かれていますか。 

 
 

 
 
 

建築主事あり
256

61.4%

建築主事なし
161

38.6%

建築主事の有無

（集計結果要旨） 
上記の質問項⽬に対して、417 団体から回答があった。このうち、建築主事がいる地

⽅公共団体は 256 団体（61.4%）、いない団体は 161 団体（38.6%）であった。 
 

建築主事の有無 
 あり なし 合計 

回答団体数 256 161 417 

 
 



5 
 

 
 
集計結果内訳（地⽅公共団体種類別） 回答があった 417 団体の内訳を記載 

 
 
下記のグラフでは、⼀般市の建築主事の有無を抽出している。 

 
 
 
注）建築主事を設置しなければならない団体：都道府県（建築基準法 4 条 5 項）、政令で指定

する⼈⼝ 25 万以上の市（同１項） 
建築主事の設置が任意の団体：それ以外の市（同２項）、特別区（同法 97 条の 3） 

 
  

建築主事あり
142

46.9%
建築主事なし

161
53.1%

⼀般市の建築主事の有無

 
都道府県 指定都市 中核市 施⾏時 

特例市 特別区 ⼀般市 

回答数 32 10 44 14 14 303 

建築主事あり 
（256） 

32 10 44 14 14 142 

建築主事なし 
（161） 

0 0 0 0 0 161 
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② 質問内容：建築基準法に基づく⾏政代執⾏の件数について、全庁的な（または主要なも
のの）集計をしていますか。（上記(1)に対して建築主事が置かれていると回
答した団体のみを対象として調査） 

 

 
 

 
 
  

集計あり
149

58.2%

集計無し
107

41.8%

建築基準法に基づく
⾏政代執⾏の件数集計

（集計結果要旨）
上記の質問内容に対して、256 団体から回答があった。このうち、集計を取っている

地⽅公共団体は 149 団体（58.2%）、取っていない団体は 107 団体（41.8%）であった。 
 

建築基準法に基づく⾏政代執⾏の件数集計 
 集計あり 集計なし 合計 

回答団体数 149 107 256 
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集計結果内訳（地⽅公共団体種類別） 回答があった 256 団体の内訳を記載 
 

 都道府県 指定都市 中核市 施⾏時 
特例市 特別区 ⼀般市 

回答数 32 10 44 14 14 144 

集計あり 
（149） 

22 3 34 6 11 73 

集計なし 
（107） 

10 7 10 8 3 69 

 
 
 

 
 

22

3

34

6

11

73

10

7

10

8

3

69

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時特例市 特別区 ⼀般市

建築基準法に基づく
⾏政代執⾏の件数集計（内訳）

集計あり 集計なし
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(2) ⼟地収⽤法に基づく⾏政代執⾏について 
質問内容：⼟地収⽤法に基づく⾏政代執⾏の件数について、全庁的な（または主要なもの

の）集計をしていますか。（都道府県のみを対象に調査） 
 

 

 

集計あり
24

75.0%

集計なし
8

25.0%

⼟地収⽤法に基づく
⾏政代執⾏の件数集計

（都道府県のみ）

（集計結果要旨） 
上記の質問内容に対して、32 団体から回答があった（調査票 1 に回答した都道府県

数と⼀致）。このうち、集計を取っている地⽅公共団体は 24 団体（75.0%）、取ってい
ない団体は 8 団体（25.0%）であった。 

⼟地収⽤法に基づく⾏政代執⾏の件数集計 
 集計あり 集計なし 合計 

回答団体数 24 8 32 

※実際に⾏政代執⾏を実施した都道府県は、2021 年度が２（いずれも 1 件）、2020
年度が１（1 件）、2019 年度が１（１件）であった。。 
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２ 個別の強制執⾏ 

 
(1) プレジャーボートの撤去について 

質問内容：河川法、港湾法または条例に基づくプレジャーボートの撤去（強制撤去）の件
数について、全庁的な（または主要なものの）集計をしていますか。 

 

 
 
  

集計あり
31

7.6%

集計なし
376

92.4%

プレジャーボートの撤去の件数集計

（集計結果要旨） 
上記の質問内容に対して、407 団体から回答があった。このうち、集計を取ってい

る地⽅公共団体は 31 団体（7.6%）、取っていない団体は 376 団体（92.4%）であっ
た。 

 
プレジャーボートの撤去の件数集計 

 集計あり 集計なし 合計 

回答団体数 31 376 407 
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集計結果内訳（地⽅公共団体種類別） 回答があった 407 団体の内訳を記載 
 

 都道府県 指定都市 中核市 施⾏時 
特例市 特別区 ⼀般市 未回答 

回答団体数 32 10 43 14 14 291 3 

集計あり 
（31） 

12 2 2 0 0 15 0 

集計なし 
（376） 

20 8 41 14 14 276 3 

 

 
 
  

12
2

2 0 0 15 0

20
8

41 14 14 276 3

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時特例市 特別区 ⼀般市 不明

プレジャーボート撤去の
件数集計（内訳）

集計あり 集計無し
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各年度におけるプレジャーボート撤去件数の概要 
 
2021 年度のプレジャーボート撤去件数（概要）   

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時
特例市 特別区 ⼀般市 合計 

河川法に基
づく撤去 

29 0 0 0 0 10 39 

港湾法に基
づく撤去 

82 0 0 0 0 0 82 

条例に基づ
く撤去 

32 0 0 0 0 39 71 

 
 
2020 年のプレジャーボート撤去件数（概要）  

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時
特例市 特別区 ⼀般市 合計 

河川法に基
づく撤去 

22 0 0 0 0 5 27 

港湾法に基
づく撤去 

122 0 0 0 0 0 122 

条例に基づ
く撤去 

17 0 0 0 0 5 28 

 
 
2019 年のプレジャーボート撤去件数（概要）  

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時
特例市 特別区 ⼀般市 合計 

河川法に基
づく撤去 

26 0 0 0 0 17 43 

港湾法に基
づく撤去 

19 0 0 0 0 2 21 

条例に基づ
く撤去 

25 0 0 0 0 4 28 
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(2) 放置⾃転⾞の撤去について 
質問内容：⾃転⾞法1および条例に基づく放置⾃転⾞の撤去（強制撤去）の件数について、

全庁的な（または主要なものの）集計をしていますか。 

 

 
 
  

 
1 ⾃転⾞の安全利⽤の促進及び⾃転⾞等の駐⾞対策の総合的推進に関する法律（昭和55年
法律第87号）。 

集計あり
280

67.3%

集計なし
136

32.7%

放置⾃転⾞撤去の件数集計

（集計結果要旨） 
上記の質問内容に対して、416 件の団体から回答があった。このうち、集計を取っ

ている地⽅公共団体は 280 団体（67.3%）、取っていない団体は 136 団体（32.7%）で
あった。 

 
放置⾃転⾞撤去の件数集計 

 集計あり 集計なし 合計 

回答団体数 280 136 416 
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集計結果内訳（地⽅公共団体種類別） 回答があった 416 団体の内訳を記載 
  

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時
特例市 特別区 ⼀般市 未回答 

回答数 30 10 44 14 14 301 3 

集計あり 
（280） 

6 10 43 14 14 193 0 

集計なし 
（136） 

24 0 1 0 0 108 3 

 

 
 
 
 

6

10 43 14 14

193

0

24

0 1 0 0

108

3

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時特例市 特別区 ⼀般市 不明

放置⾃転⾞撤去の件数集計（内訳）

集計あり 集計無し
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(3) 砂防法 36 条に基づく執⾏罰 
 質問内容：砂防法に関する担当部署はありますか。 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

あり
35

100.0%

なし
0

0.0%

砂防法に関する担当部署の有無

（集計結果要旨） 
砂防法に基づく権限を有する（事務処理特例条例にて権限を委任されている場合を

含む。）と回答した 35 の⾃治体（都道府県 31、⼀般市 4）のすべてにおいて担当部署
が存在した。 

 
砂防法に関する担当部署の有無 

 あり なし 合計 

回答団体数 35 0 35 
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質問内容：過去 5 年間に、砂防法 36 条に基づく義務履⾏命令をしたことがありますか。 
 

 
 

 
 
※ 砂防法 36 条に基づく過料の賦課をしたことがあると回答した団体はなかった。

あり
1

2.9%

なし
33

97.1%

過去5年間の砂防法36条に基づく
義務履⾏命令の実施状況

（集計結果要旨） 
回答のあった 34 団体のうち、砂防法 36 条に基づく義務履⾏命令をしたことがある

団体は１団体のみであった。 
 

過去 5 年間の砂防法 36 条に基づく義務履⾏命令の実施状況 

 あり なし 合計 

回答団体数 1 33 34 
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アンケート調査票（その２）の調査結果 
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１ 債権管理・回収 

 
(1) 債権管理・回収に関する条例の制定状況 
  質問内容：⾃治体債権の管理・回収に関する条例を制定していますか。 
 

 

 

制定している
211

55.4%

制定してい
ない
170

44.6%

⾃治体債権の管理・回収に関する
条例の制定状況

（集計結果要旨）
上記の質問内容に対して、アンケート調査票（その２）に回答のあった 388 団体のう

ち、381 団体から回答があった。 
 債権の管理・回収（双⽅⼜はどちらか⼀⽅）に関する条例を制定している地⽅公共団
体は 211 団体（55.4%）、取っていない団体は 170 団体（44.6%）であった。 
 

⾃治体債権の管理・回収に関する条例の制定状況 
 制定している 制定していない 合計 

回答団体数 211 170 381 
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集計結果内訳（地⽅公共団体種類別） 回答があった 381 団体の内訳を記載 
  

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時
特例市 特別区 ⼀般市 未回答 

回答団体数 30 10 40 13 12 273 3 

債権管理および回
収に関する条例を
制定している。 

4 7 25 0 9 72 0 

債権管理について
のみ条例を制定し
ている。 

6 3 9 3 3 66 3 

債権回収について
のみ条例を制定し
ている。 

0 0 0 0 0 1 0 

債権管理・回収に
ついて条例を制定
していない。 

20 0 6 10 0 134 0 

 

  
 

4

7 25

0

9

72

6

3 9

3

3

66

0 0 0 0 0 1

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時特例市 特別区 ⼀般市

⾃治体債権の管理・回収に関する
条例の制定状況（内訳）

債権回収についてのみ条例を制定している。
債権管理についてのみ条例を制定している。
債権管理および回収に関する条例を制定している。
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(2) 債権管理・回収に関する全庁的な集計（⼀元化など） 
① 債権管理 

質問内容：債権管理について、全庁的な集計（⼀元化など）を⾏っていますか。 

 
 

 
 
  

集計あり
150

39.3%

集計なし
232

60.7%

債権管理に関する全庁的な集計

（集計結果要旨）
上記の質問内容に対して、アンケート調査票（その２）に回答のあった 388 団体のう

ち、382 団体から回答があった。このうち、集計を取っている地⽅公共団体は 150 団体
（39.3%）、取っていない団体 232 団体（60.7%）であった。 
 

債権管理に関する全庁的な集計 
 集計あり 集計なし 合計 

回答団体数 150 232 382 



20 
 

集計結果内訳（地⽅公共団体種類別） 回答があった 382 団体の内訳を記載 
 

 
 

 
 
    

24 8

23
6

8

81

6 2

17
8

4

192

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時特例市 特別区 ⼀般市

債権管理に関する全庁的な集計（内訳）

集計あり 集計なし

 都道府県 指定都市 中核市 施⾏時
特例市 特別区 ⼀般市 未回答 

回答団体数 30 10 40 14 12 273 3 

集計あり 
（150） 

24 8 23 6 8 81 0 

集計なし 
（232） 

6 2 17 8 4 192 3 
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② 債権回収 
  質問内容：債権回収について、全庁的な集計（⼀元化など）を⾏っていますか。 

 
 

 
 
  

集計あり
104

27.7%

集計なし
272

72.3%

債権回収に関する全庁的な集計

（集計結果要旨）
上記の質問内容に対して、アンケート調査票（その２）に回答のあった 388 団体のう

ち、376 団体から回答があった。このうち、集計を取っている地⽅公共団体は 104 団体
（27.7%）、取っていない団体は 272 団体（72.3%）であった。 
 

債権回収に関する全庁的な集計 
 集計あり 集計なし 合計 

回答団体数 104 272 376 
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集計結果内訳（地⽅公共団体種類別） 回答があった 376 団体の内訳を記載 
  

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時
特例市 特別区 ⼀般市 未回答 

回答団体数 30 10 39 13 12 270 2 

集計あり 
（104） 

16 3 15 5 5 60 0 

集計なし 
（272） 

14 7 24 8 7 210 2 

 
 

 
 
 

16

3
15 5 5

60

14

7
24 8 7

210

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時特例市 特別区 ⼀般市

債権回収に関する全庁的な集計（内訳）

集計あり 集計なし
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２ 個別債権の管理・回収状況 

 
(1) 租税債権について 
 
① 滞納処分の件数・回収率等  

質問内容：租税債権の強制徴収（滞納処分）について、過去３年間の実施件数および回
収⾦額を教えて下さい（①強制徴収の実施件数、②未納⾦の回収総額、③上記②のうち、
強制徴収による回収額）。 

 
※ 後⽇、「確定版」において集計結果を公表いたします。 
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② ⺠間委託の実施状況 
質問内容：租税債権の回収に関連する事務について、⺠間委託や⺠間サービスの利⽤を

実施していますか？（複数選択可） 
 

 
 

 
 
 
  

あり
355

92.7%

なし
28

7.3%

租税債権回収事務に関する
⺠間委託等の利⽤状況

（集計結果要旨）
上記の質問内容に対して、アンケート調査票（その２）に回答のあった 388 団体の

うち、383 団体から回答があった。このうち、何らかの⺠間委託等の利⽤をしている地
⽅公共団体は 355 団体（92.7%）、利⽤していない団体 28 団体（7.3%）であった。 

租税債権回収事務に関する⺠間委託等の利⽤状況 
 あり なし 合計 

回答団体数 355 28 383 
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集計結果内訳（地⽅公共団体種類別） 回答があった 383 団体の内訳を記載 
 

 都道 
府県 

指定 
都市 中核市 施⾏時 

特例市 特別区 ⼀般市 未回答 合計 

回答数 
（複数回答可） 31 10 40 14 12 278 3 388 

⾦融機関への収納
事務の委託 26 7 35 12 12 238 3 345 

コンビニ等への収
納事務の委託 28 7 39 12 12 240 3 341 

クレジット・電⼦
マネーによる納付 28 8 34 10 12 173 1 266 

窓⼝･コールセン
ター業務(納付案
内･相談等)の委託 

7 9 18 6 9 35 0 84 

督促状の発送等に
関連する補助的な
事務作業の委託 

18 5 20 7 9 60 0 119 

その他 6 2 5 1 7 24 1 46 
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租税債権回収事務に関する
⺠間委託等の利⽤状況（内訳）
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(2) 公⽴病院の使⽤料（診療費等）について 
① 公⽴病院の設置 

質問内容：貴地⽅公共団体では、公⽴病院を設置していますか。 

 
 

 
 
  

設置している
163

45.0%

設置していない
199

55.0%

公⽴病院の設置の有無

（集計結果要旨）
上記の質問内容に対して、アンケート調査票（その２）に回答のあった 388 団体

のうち、362 団体から回答があった。このうち、公⽴病院を設置している地⽅公共団
体は 163 団体（45.0%）となり、設置していない団体は 199 団体（55.0%）という結
果になった。 
 

公⽴病院の設置の有無 
 設置している 設置していない 合計 

回答団体数 163 199 362 
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集計結果内訳（地⽅公共団体種類別） 回答があった 362 団体の内訳を記載 
 

 
 

 
 
 

  

23 8

20

10

0

102

8 2

20

2

11

154

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時特例市 特別区 ⼀般市

公⽴病院の設置の有無（内訳）

設置している 設置していない

 都道府県 指定都市 中核市 施⾏時
特例市 特別区 ⼀般市 未回答 

回答団体数 31 10 40 12 11 256 2 

設置している 
（163） 

23 8 20 10 0 102 0 

設置していない 
（199） 

8 2 20 2 11 154 2 
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② 滞納処分の件数・回収率等 
  質問内容：公⽴病院の使⽤料の強制徴収（⺠事上の強制執⾏等）について、過去３年間

の件数等を 
教えて下さい。 

 
※ 後⽇、「確定版」において結果を公表いたします。 
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③ ⺠間委託の実施状況 
質問内容：公⽴病院の使⽤料の回収に関連する事務について、⺠間委託や⺠間サービス

の利⽤を実施していますか？（複数選択可）（①強制徴収の実施件数、②未納
⾦の回収⾦額、③上記②のうち、強制徴収による回収額） 

 

 
 

 
 
  

実施している
119

75.3%

実施していない
39

24.7%

公⽴病院使⽤料に関する
⺠間委託等の利⽤状況

（集計結果要旨）
上記の質問内容に対して、アンケート調査票（その２）に回答のあった 388 団体のう

ち、158 団体から回答があった。このうち、⺠間委託等の利⽤を実施している地⽅公共
団体は 119 団体（75.3%）、実施していない団体は 39 団体（24.7%）であった。 

公⽴病院使⽤料に関する⺠間委託等の利⽤状況 
 実施している 実施していない 合計 

団体数 119 39 158 
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集計結果内訳（地⽅公共団体種類別） 回答があった 158 団体の内訳を記載 
 

 都道 
府県 

指定 
都市 中核市 施⾏時

特例市 特別区 ⼀般市 未回答 合計 
回答数 

（複数回答可） 31 10 40 14 12 278 3 388 

⾦融機関への収納事務 
の委託 9 3 9 1 0 24 0 46 

コンビニ等への収納事務 
の委託 5 2 2 0 0 0 0 9 

クレジット・電⼦マネーによ
る納付 14 8 16 8 0 48 0 94 

窓⼝・コールセンター業務
（納付案内・相談等)の委託 3 2 4 1 0 7 0 17 

督促状の発送等に関連する 
補助的な事務作業の委託 4 4 4 3 0 11 0 26 

サービサーへの債権管理回収
の委託 0 0 2 0 0 0 0 2 

弁護⼠への債権管理回収 
の委託 14 6 14 4 0 42 0 80 

その他 0 0 3 1 0 2 0 6 
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公⽴病院使⽤料に関する
⺠間委託等の利⽤状況（内訳）



31 
 

(3) 下⽔道使⽤料について 
① 下⽔道使⽤料に関する事務について 
  質問内容：貴地⽅公共団体では、下⽔道使⽤料に関する事務を⾏っていますか。 

 
 

 
 
 
 

⾏っている
305

81.1%

⾏っていない
71

18.9%

下⽔道使⽤料に関する事務

（集計結果要旨）
上記の質問内容に対して、アンケート調査票（その２）に回答のあった 388 団体のう

ち、376 団体から回答があった。このうち、下⽔道使⽤料に関する事務を⾏っている団
体は 305 団体（81.1%）、⾏っていない団体は 71 団体（18.9%）であった。 
 

下⽔道使⽤料に関する事務 
 ⾏っている ⾏っていない 合計 

団体数 305 71 388 
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集計結果内訳（地⽅公共団体種類別） 回答があった 376 団体の内訳を記載 
 

 都道府県 指定都市 中核市 施⾏時
特例市 特別区 ⼀般市 未回答 

回答数 30 10 40 14 11 268 3 

⾏っている 
（305） 

4 10 38 14 0 236 3 

⾏っていない 
（71） 

26 0 2 0 11 32 0 

 
 

 
 
 

  

4

10 38 14

0

236

26

0 2 0

11

32

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時特例市 特別区 ⼀般市

下⽔道使⽤料に関する事務（内訳）

⾏っている ⾏っていない
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② 滞納処分の件数・回収率等 
質問内容：下⽔道使⽤料の未納⾦の強制徴収（滞納処分）について、過去 3 年間の件数

等を教えて下さい。（①強制徴収の実施件数、②未納⾦の回収総額、③上記②
のうち、強制徴収による回収額） 

 
※ 後⽇、「確定版」において結果を公表いたします。 
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③ ⺠間委託の実施状況 
質問内容：下⽔道使⽤料の未納⾦の回収に関連する事務について、⺠間委託や⺠間サー

ビスの利⽤を実施していますか？（複数選択可） 
 

 
 

 
 
 
  

あり
255

83.9%

なし
49

16.1%

下⽔道使⽤料に関する
⺠間委託等の実施状況

（集計結果要旨）
上記の質問内容に対して、アンケート調査票（その２）に回答のあった 388 団体のう

ち、304 団体から回答があった。このうち、⺠間委託等の利⽤をしている地⽅公共団体
は 255 団体（83.9%）、利⽤していない団体は 49 団体（16.1%）であった。 

下⽔道使⽤料に関する⺠間委託等の実施状況 
 あり なし 合計 

団体数 255 49 388 
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集計結果内訳（地⽅公共団体種類別） 回答があった 304 団体の内訳を記載 

 都道
府県 

指定
都市 中核市 施⾏時

特例市 特別区 ⼀般市 未回答 合計 

回答数 
（複数回答可） 

31 10 40 14 12 278 3 388 

⾦融機関への収納事務
の委託 1 6 33 11 0 156 0 207 

コンビニ等への収納事
務の委託 1 7 33 11 0 147 0 199 

クレジット・電⼦マネ
ーによる納付 1 6 24 6 0 82 1 120 

窓⼝・コールセンター
業務（納付案内・相談

等）の委託 
2 7 28 11 0 115 0 163 

督促状の発送等に関連
する補助的な事務作業

の委託 
2 7 25 11 0 123 0 168 

その他 1 3 6 3 0 32 1 46 
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下⽔道使⽤料に関する
⺠間委託等の実施状況（内訳）
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Ⅳ 財産管理制度 

財産管理制度の利⽤件数 

 質問内容：財産管理制度（不在者財産管理⼈および相続財産管理⼈）の利⽤件数につい
て、全庁的な（または主要なものの）集計をしていますか。 

 
 

 
 

 
 
 

集計あり
18

4.9%

集計なし
349

95.1%

財産管理制度の利⽤件数の集計

（集計結果要旨）
上記の質問内容に対して、アンケート調査票（その２）に回答のあった 388 団体のう

ち、367 団体から回答があった。このうち集計をしている地⽅公共団体は 18 団体（4.9%）
となり、集計をしていない団体は 349 団体（95.1%）であった。 

 
財産管理制度の利⽤件数の集計 

 集計あり 集計なし 合計 

団体数 18 349 388 
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集計結果内訳（地⽅公共団体種類別） 回答があった 367 団体の内訳を記載 
 

 都道府県 指定都市 中核市 施⾏時
特例市 特別区 ⼀般市 未回答 

回答数 28 10 39 12 12 264 2 

集計あり 
（18） 

1 1 6 1 0 9 0 

集計なし 
（349） 

27 9 33 11 12 255 2 

 

 
 

 
 

 

1 1 6 1
0 9

27 9 33 11
12 255

都道府県 指定都市 中核市 施⾏時特例市 特別区 ⼀般市

財産管理制度の利⽤件数の集計
（内訳）

集計あり 集計なし


